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《参考１１：ガスシステム改革小委員会資料》	

 

	

《参考１２》	

第 129 回国会：ガス事業法改正に伴う政府委員回答	
○白川政府委員	 私どもガス事業法の運用におきまして、今お尋ねのような点につきましては、まず何よりも需要家間の料金負担の公

平というのが一番大事だという考え方にのっとりまして、一需要場所一契約という原則でこれまで運用させてきていただいております。 
	 それから、需要場所というのは、構造上あるいは会計上独立した各部分を個々の需要場所としてとらえまして、例えば今先生の御指
摘のありました工業団地の中に、一構内に独立の工場が幾つかあるというような場合は、会計上独立しているということで、これは個々

の需要場所という扱いをしてきているわけでございます。それでこれは、これまでの大口部門の規制緩和をする前もこういう運用をし

ておりましたが、今後ともこの方式を続けさせていただければと考えているところでございます。 
	 こういった運用をしております背景の考え方でございますが、これはやはり公益性の非常に高いガスの供給という点に着目いたしま

すと、実需者、つまり個々の最終需要家に直接供給する契約を結んでガス事業者が供給をしていくということが、実際のガスの使用者

間の真の公平を確保する道であろうかと存ずる次第でございます。	  

	

ガス事業法第４８条（託送供給約款）	 	 	 	  
	 一般ガス導管事業者は、その供給区域における託送供給に係る料金その他の供給条件について、経済産業省令で定めるところにより、

託送供給約款を定め、経済産業大臣の認可を受けなければならない。ただし、託送供給の申込みを受ける見込みその他の事情を勘案し、

託送供給約款を定める必要がないものとして経済産業大臣の承認を受けた場合は、この限りでない。（中略） 
３	 一般ガス導管事業者（第一項ただし書の承認を受けた者を除く。以下この条において同じ。）は、同項本文（前項において準用する

場合を含む。）の認可を受けた託送供給約款（第六項若しくは第九項の規定による変更の届出があつたとき、又は第五十条第二項の規定

による変更があつたときは、その変更後のもの）以外の供給条件により託送供給を行つてはならない。（後略） 

	

ガス小売託送供給約款（需要場所で払い出す託送供給）（大阪瓦斯）	  
３．用語の定義 
(３) 「需要場所」とは、託送供給先需要家がガスを使用する場所をいい、１構内をなすものは１構内を、また、１建物をなすものは１
建物を１需要場所としますが、以下の場合には、原則として次によって取り扱います。  
① マンション等１建物内に２以上の住戸がある住宅  
各１戸が独立した住居と認められる場合には、各１戸を１需要場所とします。  
なお、「独立した住居と認められる場合」とは、次のすべての条件に該当する場合をいいます。  
イ 各戸が独立的に区画されていること  
ロ 各戸の配管設備が相互に分離して設置されていること  
ハ 各戸が世帯単位の居住に必要な機能（炊事のための設備等）を有すること  
② 店舗、官公庁、工場その他  
１構内又は１建物に２以上の会計主体の異なる部分がある場合には、各部分を１需要場所とします。 
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《参考１３：ガスシステム改革小委員会資料》	
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《参考１４：ガスシステム改革小委員会資料》	
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《参考１５：ガスシステム改革小委員会	 議事録》	 	 	 	
〇大石委員 
この二重導管規制の問題で託送供給不可能ガスを有効に活用したいということは分かるのですが、一般の消費者の立場からすると、こ
のガスというのは、使いたくても自分たちでは供給を受けるということはできないわけです。なので、そういう立場からすると、自分

たちには選択の権利や余地のないところでネットワーク全体の効率化が下がって、その分を消費者が負担するというのは理屈としては

ちょっと納得しがたいところはあるかなと思います。 
先ほど託送料金の審査のところでも申し上げたのですが、託送料金をきちんと下げて、そのことで既存の導管の使用を促すというのが

本来的にはあり方なのではないか、と思います。ただ、今幾つか、制度設計をもう少し変えることで、もっと競争だとか効率化の効果

が上がるのではないか、というご意見もありました。それであれば、そういったところも含めて、こういう制度設計をしたら消費者に
このように影響する、というところも含めて示していただければと思います。 
 
〇二村委員 
現在想定されているのは、前回からのお話ですと、例えば海岸部において、割と大口の需要家を電気事業者が取っていく場合というこ

とだったと思います。が、工業団地というのは内陸部にもあるわけで、そこに例えば都市ガスを引いてほしいけれども引いてもらえな

くて待っている需要家（消費者）がいた場合に、大口の需要家が入ってきて導管もひかれ、そこに託送不可能ガスが入ってくるとなる
と、待っていた需要家は新しく都市ガスを引いてもらえないか、引いてもらえたとしても料金の負担がかなり大きくなるということも

懸念されるのではないかとおもいます。ということで、需要家の利益という点では沿岸部だけでなく、内陸部のことも考えていただけ

ればと思います。 
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《参考１６：規制改革推進会議投資等ＷＧ資料》	

 

 

 


